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１．受け皿体制検討の背景

3

【１章の概要】

・新県域ビジョンでは、次のような課題解決方針を示している

・県内の水道事業をめぐる課題を解決する手法の一つとして、

「簡易水道の広域的支援体制（受け皿体制）の構築」を推進

・本方針に基づいて、体制構築の可能性を検討するものとした



１．受け皿体制検討の背景

新県域水道ビジョン： （１）基本的事項（県による基本方針）
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・人口減少社会の進展などによる水需要の減少などにより、水道事業を取り巻く経営環境は今後ますます厳しくなり、
限られた資源の中、効率的で持続可能な水道事業経営が求められている

新県域水道ビジョンより抜粋

・これら課題に対し、各市町村の水道事業者が単独で対応することには限界があり、安全・安心な水道水を将来に
わたって持続的に供給するためには、水道事業者の個別事情を超えて、広域連携などにより課題解決を図ること
が必要

・改正水道法において県が県内水道事業者等の広域的な連
携の推進役としての責務が新たに規定されたことに鑑み、
県内の水道事業をめぐる課題を解決する手法の一つとして、
県及び市町村の広域連携の目指す姿である、「県域水道一
体化」や「簡易水道の広域的支援体制の構築」を推進

・アセットマネジメントの考え方に基づく水道施設の計画的な
更新や維持管理、健全な経営の確保、運営に必要な人材の
育成等、水道基盤強化に向けた方策を講ずることによって、
県民の命を守り、災害に強く将来にわたり持続可能な水道
事業の実現に努める



１．受け皿体制検討の背景

新県域水道ビジョン： （２）計画区域
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・大和平野を中心に人口密度の高いエリアに位置し、主に上水道事業を行う「上水道エリア」と、県の東部や南部に
位置する中山間地域で、簡易水道事業を行う「簡易水道エリア」は、地理的条件、経済的条件、施設規模などの状
況や課題解決に向けた手法が異なる

・県内の市町村を「上水道エリア」「簡易水道エリア」に区分し、エリアごとに水道事業のあり方を検討

計画区域
行政区域内総人口

（人）
面 積
（km2）

水道普及率
（%）

上水道エリア １,３３４,６３０ １,６３８ ９９.３

県営水道区域 １,２７４,６７９ １,１５０ ９９.４

五條・吉野区域 ５９,９５１ ４８８ ９８.５

簡易水道エリア １６,５１３ ２,０５３ ８６.４

計 １,３５１,１４３ ３,６９１ ９９.２

出典：平成２８年度奈良県統計年鑑、平成２８年度奈良県の水道概要 新県域水道ビジョンより抜粋



１．受け皿体制検討の背景

新県域水道ビジョン： （３）簡易水道エリアの現状と課題
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項 目 現状と課題

水需要
■過疎化などにより、給水人口の減少は上水道エリアより深刻

■2046年の年間給水量は約66％減少する見込み

施 設

□施設規模が小さく、距離が離れていることから施設共同化等が困難

■施設利用率は50％を切る水準であり、全国平均を下回る

■水道施設台帳の整備が進んでおらず、将来的な施設更新計画の策定が進んでいない状況

□施設更新・拡張の際は、水需要に見合った施設規模に再構築が必要

水道料金

■料金回収率は7～62％の範囲にあり、上水道エリアと比較しても料金水準が低いため、水道
料金の適正化の検討を進める必要がある

□水道事業維持のためには、一般会計繰出金、国の財政支援が必要

職 員

■担当が1～2名程で、上水道エリアに比べ職員不足が顕著

□職員が水道以外の業務を兼務していることが多いことから、水質管理、休日・緊急時等の対
応に苦慮

□日常の維持管理業務が中心となり、水道施設台帳の整備、計画策定、料金の見直しなどの
業務が行えない状況

■ 統計資料等による定量分析 □ 市町村ヒアリング等による定性分析 新県域水道ビジョンより抜粋



１．受け皿体制検討の背景

新県域水道ビジョン： （４）課題解決に向けた取組

7
新県域水道ビジョンより抜粋

■統計資料等による定量分析 □市町村ヒアリング等による定性分析

項 目 概 要

【持 続】

支援体制の構築

・各村単体では解決できない課題に対して、広域的な支援を行う受け皿体制を構築

・各村間で日常業務の標準化等を進め、共同管理体制の構築を促進する

・受け皿体制は広域的な共同管理体制として、各村から施設管理業務などの日常業務を受託し、各村の負担
軽減を図る

・受け皿体制の構築には民間事業者のノウハウを活用した多様な委託方策を検討する

・水道施設台帳を共同作成のうえ、公営企業会計の適用を実施する

【持 続】

財源確保に向けた
取組

・簡易水道は経営が厳しい事業であるため、今後も国に対して新たな財源措置や制度創設の要望を行う

・国庫補助制度や地方財政措置の拡充

・簡易水道の基盤強化方策（水道施設台帳整備・公営企業会計適用の支援）

・支援組織構築の効果として、各村一般会計からの繰出金の適正化を目指す

【安 全】

安全の確保
（水質管理の一元化）

・公的水質検査機関（３機関）の統合により、水質検査箇所を１箇所から３箇所にすることで、水質管理の効率
化及び非常時における水質検査のバックアップ体制を構築する

・水質管理基準の標準化のため、水質管理計画を策定する

・水道事業が抱える課題は多岐にわたっており、現状を踏まえると、各水道事業者が単独で対応することには限界

・水道事業者同士が広域に連携し、県内の水道資源の効率的な活用の観点から、水道事業一体化を推進すること
で課題解決が可能と想定

・国の新水道ビジョンが設定している水道の理想像の観点から、課題解決に向けた取組の方向性を設定

□ 簡易水道エリアの取組：広域的支援体制（受け皿体制）の構築



２．想定される受け皿体制（案）の概要
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【２章の概要】

・１章で示した課題を解決するため、２章以降は「令和元年度

新たな広域連携促進事業」を活用し、検討した内容を示す

・２章では、受け皿に必要とされる要素を考慮した受け皿体制

の枠組みを示す

・なお、考慮した要素については３章に、実施過程での課題を

４章に、課題への対処の取組を５章に詳解する



２．想定される受け皿体制（案）の概要

想定される受け皿体制の構成要素

① 組織形態 ・関連自治体が関与する第三セクター、受け皿業務に特化した特別目的会社（SPC）形式

② 組織規模 ・外勤（施設維持管理）約10名、内勤（総務・人事・経理・調達など）約5名、合計15名程度

③ 業務範囲 ・管理者業務以外、事実行為全般を実施可能。但し直接雇用が必要な業務以外は外注対応

内勤体制
約 5 名

事務系システム

水
道
事
業
管
理
者

と
し
て
の
11
村

外勤① 2名
台帳システム

統合遠方監視システム
各村遠方監視システム

外勤② 2名

外勤④ 2名

外勤③ 2名

外勤⑤ 2名

受け皿体制 （自治体主導SPC）

修繕工事・業務委託・物品などの発注

随意・長期
契約的
関係

各種
システム

供用
・

業務計画
支出承認

各村施設①（20浄水場程度のブロック）

各村施設②（20浄水場程度のブロック）

各村施設③（20浄水場程度のブロック）

各村施設④（20浄水場程度のブロック）

各村施設⑤（20浄水場程度のブロック）

9



３．各要素設定の考え方
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【３章の概要】

・２章の体制想定にあたっては、次の７つの要素を考慮した

①組織形態 (1)組織形態、(2)契約期間、(3)広域的監視体制

②組織規模 (4)組織規模

③業務範囲 (5)業務内容、(6)地元管理体制、(7)官民業務範囲



３．各要素設定の考え方

（１） 組織形態：受け皿体制と民間事業者の関わり方

・受け皿体制内に、全村共有の技術・ノウハウを有する人材、設備資産を保持する必要がある

・全村の営業費用総額でも3億円弱に留まり、受け皿体制内に落ちる費用は極めて限られる

・中長期で比較的大きな給水人口減少が予想され、事業規模は経時的に小さくなる

考慮すべき
条件

・人材の育成維持、設備等共有資産を保持するために、受け皿体制業務に特化・独立した
組織形態とする（既存民間事業者への単純包括委託形式は取らない）

・民間事業者が出資も含めた主たる構成者となる受け皿体制を想定した場合、出資規模と
人材関与、期待される利益などのバランスが取れない可能性が高い

・民間事業者の関与は、個別必要機能の補完先として扱い、設立主体とはしない（期待で
きない）

・中長期的に、より大きな組織へ人材・資産を円滑に移行できる組織形態としておくため、
関連自治体が主導権を持つ第三セクター的な組織体制を想定する

体制反映上記条件に対する考え方

・自治体主導、第
三セクター型
SPCを受け皿体
制と想定

・既存の外郭団体
などの活用も考
えられる

・なお、将来大規
模組織移行を前
提とすれば、参
画希望民間事業
者も期待できる

11



３．各要素設定の考え方

（２） 契約期間

・受け皿体制内に、技術・ノウハウを有する人材を確保・育成する必要がある

・標準的な技術・ノウハウよりも、各村、各施設固有の状況配慮が必要となることが想定される

考慮すべき
条件

・中長期的に、同じ担当者が同じ施設を維持管理していることが必要になる

・長期契約がなされないと、そのような環境を作ることができない

体制反映上記条件に対する考え方

・基本的に随意、
長期契約的な関
係を締結する

（３） 広域的な監視体制

・巡視点検を毎日、人が行うと、多数の短時間勤務職員の各村配置が必要となる

・遠方監視システムを整備している村は少なくないが、村の外から当該情報を参照できない

考慮すべき
条件

・受け皿体制の巡回点検実施者は、一定集約配置を行う

・巡回施設点検実施者は、施設状況を把握しておく必要があるため、各村の遠方監視情報
を受け皿体制で参照できる形とする

体制反映上記条件に対する考え方

・遠方監視情報の
転送システムを
整備する
（技術的には可能）

12



３．各要素設定の考え方

（４） 組織規模：外勤（巡回点検等）対応

・施設維持管理には、現地で直接対応する人員が必要

・受け皿体制の常勤職員とできるだけの業務量を、各村から確保

・当該人員が、水道施設の管理に関する技術・ノウハウを蓄積

考慮すべき
条件

・設備稼働、水質状況等は、遠方監視で把握

・現場での薬品補填、目視などでの施設状況確認は定期的に必要

・各浄水場、週一回、1か所当り1時間、1日当たり4か所と対象とした巡回点検を想定

・作業者の休日などを勘案すると、約17か所/週・人で常勤業務となる

・約17か所を一ブロックとすると全村で5ブロック程度に分割

・技術継承などの観点から1施設2名の担当を配置し、年間の半分を1名で点検、残りを2名
で対応

・この場合、年間約100人・日の余力が出るが、半年に一度2名で1日かけた大規模点検・
整備（砂上げなど含む）に68人・日、残約30人・日を緊急時対応などとして振り分ける

・必要に応じてブロック間の応援も行う

体制反映上記条件に対する考え方

・外勤の常時雇用
者を10名程度と
想定する

・必要業務量に合
わせて施設維持
管理業務内容を
一定標準化、仕
様化

・当該維持管理レ
ベルの各村合意
も考慮

13



３．各要素設定の考え方

（４） 組織規模：内勤対応

・外勤職員の雇用事務、維持管理関係発注調達事務、当該支出に係る経理事務などが発生する

・受け皿体制自体が、水道事業体に類似した事務を行うこととなる

考慮すべき
条件

・必要人員数の目安として、11村合計同程度の給水人口（約1.5万人）の水道事業体にお
ける損益勘定職員数を参照する

・平均給水人口が約1.5万人となる事業体（給水人口1万人以上、2万人未満）では、損益
勘定職員数の平均数は約5名程度となっている（別表）

・当該職員数から、原水・浄水・配水・関係職員並びに検針・集金職員を除くと2名以下とな
るが、他部署との兼務で成り立っていると考えられ、当該人員では組織としての独立性は
維持できないと想定される

・組織としての独立性、総務・人事・経理・調達などの機能を保有する最低単位として5名を
想定する

体制反映上記条件に対する考え方

・内勤の常時雇用
者を5名程度と想
定する

・当該体制で村事
務の代行も視野
に入れる

・なお、当該機能
を外部の民間事
業者に委ねる方
法も考えられる

14



３．各要素設定の考え方

（４） 組織規模：内勤対応 【参 考】給水人口規模毎の平均職員数

※ 独立組織としての機能を考えるなら前述程度の配置は必要と想定

15

※H29 地方公営企業年鑑記載値より抜粋・算出



３．各要素設定の考え方

（５） 業務内容

・直接実施する維持管理実務のため、外勤、内勤従事者を一定数確保する想定

・人件費以外は、基本的に外部発注により執行される費用となっている

・受け皿体制は、各村共同財産の保有主体ともなりえる

考慮すべき
条件

受け皿体制に発注・契約手法の制限については確認が必要（各村と受け皿体制が随契となる場合、受け皿体制からの契約が原則入札になる可能性など）

・受け皿体制が直接実施する、施設維持管理業務については、標準化・仕様化を行う

・施設維持管理実務を行う主体が、当該実務に係る発注・調達を行う

・外勤、内勤者いずれかで、発注に係る設計・監督・検査事務が可能であれば、対象事業
費を受け皿体制へ移管し、執行することができる

・人件費部分に加えて、ユーティリティ・材料・修繕・委託・水質検査負担金の執行機能を取
り込むと、営業費用関連業務の8割以上を受け皿体制で執行することになる

・また、遠方監視統合以外の、会計・台帳等のシステムについても、受け皿体制が保有し、
関係村で共同利用する方法も考えることができる

・但し、受け皿体制へ移行する業務範囲・参画時期は、各村の判断に委ねる

体制反映上記条件に対する考え方

・事実行為の大半
を移行可能な体
制を目途とする

・人件費などが費
用増になる可能
性があり、強制
移行はしない

・なお、管理者責
任は各村に残る

16



３．各要素設定の考え方

（５） 業務内容：【参 考】維持管理費 構成比

全維持管理費の8割以上の発注・執行を、受け皿体制で担うことは考えられる

人件費・委託料・負担金を同じカテゴリーとみなすと、全体の費用配分比率は形式上全国平均に近くなる

17

受
け
皿
体
制
で

当
該
部
分
の
執
行
は
可
能

※地方公営企業決算状況調査表から抜粋



３．各要素設定の考え方

（６） 地元管理体制の維持

・地元管理への依存状態が村によって異なるが、中長期的に担い手不在となる可能性が高い

・受け皿体制へ移す上では、ある程度まとまった業務量が必要となる

考慮すべき
条件

・地元管理から村（受け皿体制）管理への移行を基本とする

・地元管理の場合、通常の業務委託などよりも低コストである場合も少なくないことから、可
能な範囲で現状体制を維持することも許容する

・一方、安定した維持管理レベル確保のため、作業の標準化を並行して進める必要がある

体制反映上記条件に対する考え方

・最終形として全
業務を受け皿体
制へ取り込んだ
状態を想定する

18

（７） 官民の業務範囲

・ほぼすべての事実行為は、受け皿体制側で実施することが可能

・維持管理費が十分に確保されていない場合、総価契約による性能発注化は難しい

考慮すべき
条件

・維持管理費額内での事実行為の実施は、受け皿体制で行う

・費用が限られる場合、修繕など優先度判断含めて、適時各村の承認を得る形とする

上記条件に対する考え方

・実施能力は受け
皿体制、判断は
各村に残す

体制反映



４．実施上の課題

19

【４章の概要】

・３章の考え方をもとに、体制構築の過程として次の４つを想

定した

(1)現会計から受け皿体制必要事業費用の切り分け

(2)将来的な人材・事業費用の確保

(3)外勤業務内容の設定

(4)体制移行時期の設定

・上記(1)～(4)の構築過程で、発生が想定される課題を示す



４．実施上の課題

受け皿体制に影響を与える課題

20

（３） （４）（２）（１）

体制移行による見た目の
費用増加

対象人口の急減

管理水準のばらつき
村毎での

受け皿体制移行の

必要性・対象・時期

のばらつき
支出項目振分けの

ばらつき
・

負担の適正性など

遠方監視の未導入・追加
設備の負担

課

題

現会計から

受け皿体制

必要事業費用の

切り分け

将来的な

人材・事業費用の

確保

外勤業務内容の

設定

体制移行時期の

設定

体
制
移
行
時
の
対
応



４．実施上の課題

（１）－１ 体制移行による見た目の費用増加

・数値上、実従事者の人件費確保が十分でない事例がみられ、配置人員数も定義によって異なる

・現在の委託・地元管理を可能な限り継続した方が、低廉になる場合がある

課題の
一例

21

事業内容・条件の概要

G 村 村内地区管理委託 20万円/年（3回/週 施設点検、薬品補填、検針等）

I 村 地元維持管理業者への委託 6浄水場、毎日巡回点検、車両の保有含めて、約460万円/年

J 村 集落支援員の活用 日給１万円/日・人（20日/月 7.75hr/日 単年度契約 健康保険、厚生年金、雇用保険は別途加入）

□ 臨時雇用・委託・地元管理での費用負担額の例

□ 村職員数・決算人件費の例
（人）

・人件費の計上が少ないのは、村内他業務との効率化を図った結果と考えることもできる

・水道事業分のみを按分し、受け皿体制に集約すると、今まで効率的だった村内業務側に影響が生じる

（千円）

※地方公営企業決算状況調査表から抜粋

※

※



４．実施上の課題

（１）－２ 支出項目振分けのばらつき・負担の適正性など

・人件費以外についても、各村で扱いの異なる支出が散見される

・修繕工事費が修繕費に含まれていない事業体がある（資本支出などに含まれる可能性が高い）

・事業規模に比して浄水場数が多いことから、水質検査費用負担が大きくなる傾向がある

課題の
一例

22

※ 維持管理費・検査費用はH29実績 H29水道工事費（修繕）・（工事）はH30簡水研究会資料より抜粋 検査センター組合の総支出は1億円弱程度

□ 水質検査費用の影響度 （一例）

□ 修繕工事費（一例）
（千円）

（千円）



４．実施上の課題

（２） 対象人口の急減

・対象村での人口が１０年後に３割減、２０年後に半減する

・地元で外勤業務を支える人員確保に影響が生じる

・維持管理必要施設数や事業収入にも大きく影響する可能性がある

課題の
一例

・受け皿体制で永続的な技術・ノウハ
ウ継承のため、複数の常勤職員雇
用を想定している

・事業規模が10～20年で大きく変わ
ることが確定している場合、常勤職
員の雇用が約束できないことになる
ため、採用人員計画や技術・ノウハ
ウの継承方法を慎重に位置付ける
必要がある

・単価改定を行わなければ、料金収
入も減少することとなる

23



４．実施上の課題

（３） 管理水準のばらつき・遠方監視の未導入・追加設備の負担

・巡視点検頻度、汚泥引抜、緩速ろ過砂管理の方法など、現状、手法にばらつきがある

・遠方監視を受け皿体制での対応の前提とすると、追加的な整備・監視統合投資コストが生じる

課題の
一例

24

・現状、標準的な業務手法設定に至っていない部分が存在するため、リスク分担やモニタリングの基準を定
める上で、標準的な手法を設定する必要がある

・施設毎の特性もあるが、複数村を同一チームが担当するため、点検頻度、確認項目などを統一することで、
費用負担の公平性を図ることが必要になる

・さらに、実施頻度の少ない作業であっても、工数の掛かる業務については、標準化を検討する必要があると
考えられる。例えば、緩速ろ過の補砂時に天地返しを行わない事例もあり、従事人員数に差が生じる

・また、遠方監視装置が存在しない場合の追加設置、村外からの監視を可能とするために追加設備整備を
行うことを前提としているが、後者のような既存遠方監視装置への簡易拡張となる場合でも、初期投資が数
百万円のオーダーとなることが想定され、各村への負担は小さくない

・長期的なサービス提供上、必須となる設備に絞って投資する対応が考えられるが、この場合、改築更新計
画などと並行して検討することが必要になる



４．実施上の課題

（４） 村毎での受け皿体制移行の必要性・対象・時期のばらつき

・まとまった業務を受け皿体制へ移行することで、常勤職員を複数確保し、技術・ノウハウの継承発
展の基礎とする想定としているが、担い手不足に係る認識は、村によって、その対象・必要となる
時期に違いが生じている

課題の
一例

担い手に関する課題のコメント（一例）

地元管理分は10年後の対応が困難

人員の確保・技術継承に課題

高齢化による地元組合の担い手不足

地元管理は高齢化により早晩村管理移行を想定

1名体制の地元管理者が高齢

村嘱託職員が高齢。技術継承をしたいが、担い手がいない

現委託業者（40代）の後継者が課題

組合によっては高齢で管理困難な個所がある

地元管理者は高齢。管理ノウハウの引継が必要

25

〇担い手不足について、村によって次のような異
なる認識がなされている

① 担い手不足について懸念を示していない

② 10～20年後の後継者を課題としている

③ 地元・組合管理者の高齢化を課題としている

④ 村内ベテラン職員からの技術継承を課題とし
ている

・地域的にまとまった業務量が発生せず、期間も
限定的となる場合、現状案での対応が難しい

・そのような場合、OBなどの有期雇用者で、現地
常駐、短時間勤務可能な人材が確保できないと、
体制構築が不可能となる



５．受け皿体制移行へのステップ

26

【５章の概要】

・４章に示した課題に対して、必要となる取り組みを示す

・必要な取り組みは、大きく次の４つの視点から整理した

(1)必要事業費の算定・計上

(2)外勤業務実施者の確保手法・期待する役割整理、

事業収入の確保

(3)外勤業務の標準化、中長期的な維持管理手法の方針整理、

施設統廃合・更新方針の整理

(4)各村移行方針・時期の統合整理



５．受け皿体制移行へのステップ

受け皿体制移行にあたって必要となる取組

27

（３） （４）（２）（１）

体制移行による見た目の
費用増加

対象人口の急減

管理水準のばらつき
村毎での

受け皿体制移行の

必要性・対象・時期

のばらつき

必要事業費用の算定
・

計上

施設統廃合

・更新方針の整理

事業収入の確保

外勤業務実施者の

確保手法
・

期待する役割整理

外勤業務の標準化

維持管理水準の統一

中長期的な維持管理手法
の方針整理

各村

移行方針・時期の

統合整理

支出項目振分けの

ばらつき
・

負担の適正性など

遠方監視の未導入・追加
設備の負担

課

題

取

組

内

容



５．受け皿体制移行へのステップ

（１） 必要事業費用の算定・計上

・巡回点検などを含めて職員業務量・人件費の把握（村内他事業と兼務している場合は按分）

・地元管理としている場合の業務量の把握、人件費への換算

・その他、修繕費などの計上、計画策定・漏水調査等定常外業務の分別

取組内容

28

・従前の事業費規模、配分を引き継ぎ、その合計額を基本的な必要費用とする

・人件費については、各村職員の平均額を受け皿体制での水準設定の基準とする

・村側にも、専門性を持って事業状況を理解、判断する人材を確保する前提とする

※①・②：地方公務員給与実態調査結果 一般行政職 などから一定の仮定により設定

・各村に専門職員を１名、受け皿体制に１５名、合計２６名を確保する場合、約１．７億円の人件費を計上することになる

受け皿体制での人件費水準を約 650万円／人※と仮定



５．受け皿体制移行へのステップ

29

（千円）（１） 必要事業費用の算定・計上：各村維持管理費用※の内訳 （① 各項目額：H29 ベース）

前
頁
比
で
は

約
８
千
万
円

１
２
名
分
が
不
足

基
本
的
に
精
算
対
象
と
す
る
が
、

修
繕
関
連
費
用
は
別
途
計
上
さ
れ
て
い
る
も
の
含
め
て

計
数
が
必
要

当
該
部
分
は

村
で
執
行

※ 決算状況調査表21費用構成表 費用合計から支払利息を除いた値（使途を再構成）



５．受け皿体制移行へのステップ

30

村
で
執
行

（１） 必要事業費用の算定・計上：各村維持管理費用の内訳 （② 全体額に対する比率：H29 ベース）
（千円）

メ
ー
カ
ー
へ
の
設
備
保
守
契
約
と

地
元
委
託
・臨
時
雇
用
な
ど
で
の
巡
視
点
検
対
応
と
の
合
計
で

総
費
用
の
２
割
程
度
と
な
っ
て
い
る

※H29年度ではシステム更新などにより、その他委託費が嵩んでいる事業体が複数存在
計画策定など含めて、全体事業費に比して数百万円の委託発注が大きく影響するように見えることがある

※

工
事
発
注
状
況
等

に
よ
り
変
動



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－１ 外勤業務実施者の確保手法・期待する役割整理

・水道事業全体の把握を含めた技術継承を求める場合には、正職員同等の処遇環境を考慮する

・一方、中長期的には業務縮小が見込まれるため、当該人材の処遇を想定しておく必要がある

・OB、シルバー人材等、臨時作業者として確保する場合、技術継承の考え方を変える必要がある

取組内容

31

・将来的な費用負担可能レベルも考慮して、受け皿体制人材に求める役割・方向性を整理、合意する

正規雇用
約 5 名

正規雇用 2名

正規雇用 2名

正規雇用 2名

正規雇用 2名

正規雇用 2名

一部臨時雇用
約 5 名

臨時雇用 2名±α

臨時雇用 2名±α

臨時雇用 2名±α

臨時雇用 2名±α

臨時雇用 2名±α

・臨時雇用とする場合、３００万円/人・年程度の負担を想定

・OBなど数年雇用、短時間雇用も想定。定型的な作業対応を中心

・事業規模縮小に合わせ、採用を縮小 複数人配置も必須としない

・職員同等とする場合、６５０万円/人・年程度の負担を想定

・長期雇用前提、現場作業、施設全体の運用、特性等の把握

・事業規模縮小に伴う中長期（10～20年）的な配置転換先を確保

暗黙知を含めた技術ノウハウを保持・事業全体の専門性を期待

マニュアル化・単純化での対応・最低限の実務運営を期待



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－１ 【参 考】シルバー人材センターなどOB活用時の留意事項

32

※『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）
将来の男女5歳階級別推計人口（2015年は国勢調査による実績値）

・労働年齢人口の減少速度は総人口の減少よりも早く、60歳以上OBも10年で半減する村もある※

・OBの臨時雇用活用の際も、公募だけでなく、当該人材確保の仕組み化を考慮することが必要となる可能性が高い



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－１ 【参 考】シルバー人材センター活用時の留意事項※

33

〇 シルバー人材センターが会員に提供する業務は、臨時的かつ短期的または軽易な業務（日数、時間の上限）

・臨時的・短期的な業務おおむね月10日程度以内

・軽易な業務おおむね週20時間を超えないことを目安

※シルバー人材センターの適正就業ガイドライン（2016.9.9 厚生労働省 全国シルバー人材センター事業協会）
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/shiryou7_2.pdf

〇 シルバー人材センターが受注する業務は、適正な料金水準に設定する

・業務受注により、同種の業務を行う民間事業者の利益を不当に害することがないようにする

・料金を、同種の業務を行う民間事業者の価格に配慮し、著しく低い水準とならないように設定する

〇 シルバー人材センターが受注する業務は、適正な賃金、配分金水準に設定する

・業務受注により、他の労働者の雇用や就業の機会を侵食したり、労働条件の低下を引き起こすことがないようにする

・会員の賃金、配分金を、原則として発注者の事業所で同種の業務を行う労働者の賃金と同水準に設定する

・シルバー人材センター経由とする場合、業務の標準化・簡素化を進めるとともに人員数を多めに確保することが想定される

・フルタイムで従事することを想定する場合、人材紹介で直接雇用とするなどの方法も考えられる



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－１ 【参 考】水道修繕工事・管工事・給水工事事業者数

34

・工事事業者は、地元内に一定数が存在する

・業務内容の標準化、簡素化を進めるならば、巡回点検などの担い手として活用できる可能性がある

・時間外の漏水工事対応、更新・修繕工事発注などとあわせて、地元事業者を育成していくことも考えられる

※H30 簡易水道研究会資料より



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－２ 事業収入の確保

・許容可能な利用者負担の限界、公負担の増などの見込みを推計

・現行制度では負担・維持に課題が生じると想定される場合、制度的な確保方法の検討要望
取組内容

35

・当該期間中も人口は減少しているが、事業費総
額は暫増傾向となっている

・人口減少に応じた施設の廃止、ダウンサイジン
グは困難であり、利用者密度が限りなく薄くなる
可能性も想定される

※地方公営企業決算状況調査表から抜粋
H29でユーテリィティ・修繕材料費が大きく増加しているのは、組合支払だったものを村支払に変更したことが主な要因

・水量減に応じて縮減可能となるのはユーティリティ程度と想定され、維持管理費用全体に占める割合が限定的

・人口が減る一方、施設規模は大きく減らすことができない前提で将来費用を見込む必要がある

・現状の世帯収入レベル・高齢化がさらに進んだ際の収入変化などを考慮した、料金での負担可能上限額を想定

・現制度・各村条件での不足分繰入上限額の想定、さらに不足する場合の補填方法を検討

□ 維持管理費用の経年推移



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－２ 事業収入の確保：【参 考】維持管理費用の内訳（H24～29実績平均）

36

（千円）

※地方公営企業決算状況調査表 21費用構成表 費用合計から支払利息を除いた値



５．受け皿体制移行へのステップ

（２）－２事業収入の確保：【参 考】民間事業者の関与において考慮すべき要素

【地元での維持管理業務従事者】

・民間事業者に委託しても、当該従事者は地元で新規採用することになる（民間事業者社員の派遣ではない）
・技術の保持・継承のためには、受け皿体制固有従事者の方が好ましい
・地元雇用なら、間接費なども受け皿体制内で完結させる方が、費用の域内還流率が高くなると想定される

【民間事業者への影響が想定される視点】

利益率を数％程度確保する目標としても、次のような課題が想定される
・全村維持管理費を対象として、目標利益額は1000万円以下の規模に留まる
・実際には人件費、地元事業者等外注業務、検査負担金などが大きく、利益捻出余地が限定される
・受け皿体制の管理者等に、高度人材社員を専従配置すると、想定利益とのバランスが取り辛い
・受け皿体制へ数千万規模での出資が必要となっても、利益や人員負担との関係から判断が難しい
・当該事業規模は、約20年で給水人口が半減することとなり、事業の将来性を見通すことが難しい

受け皿体制

固有職員15名
人件費 約1億円

維持管理費用 総額※：約2.7億円
人件費・委託費・負担金など ：約1.54億円
ユーティリティ費 ：約0.47億円
修繕・材料費 ：約0.28億円
その他 ：約0.46億円

村側人件費：
各村1名
としても

約0.7億円※

委託費・負担金など：約1.06億円 （一部委託は受け皿体制直営とし人件費に）

ユーティリティ費：約0.47億円
修繕・材料費 ：約0.28億円
その他 ：約0.46億円

※職員人件費額は約0.5億円
実働に対して不足の可能性が高い

受け皿体制側としては
既に収支が合わない

外部
へ

発注

ここを民間事業者が受けても、利潤となる部分は限られる
管路修繕などは地元工事業者へ落ちる

民間事業者の
インセンティブは

小さいと想定

現場従事者は
民間事業者との

関係が薄い

37

※地方公営企業決算状況調査表 21費用構成表 費用合計から支払利息を除いた値（H24～29平均値）



５．受け皿体制移行へのステップ

（３）－１ 外勤業務の標準化（維持管理水準の統一）・中長期的な維持管理手法の方針決定

・現在の管理手法の集約、許容可能なレベルの検討

・将来的な費用負担可能レベル、管理者責任、利用者の納得感を考慮した将来管理水準の整理

・各村の現状から、標準化した管理水準・業務内容への移行方法の検討

取組内容

38

・遠隔監視は全施設で実施

・週1回以上の施設巡回点検

・生物処理効果の維持含めた緩速ろ過施設管理

・原水変動に応じた薬注率調整含めた急速ろ過施
設管理

・緊急時の随時対応

・受け皿体制で一括対応する際には、各村で管理レベルを変更することは現実的ではない

・管理レベルの差は、作業量、費用、受け皿体制の人員数等にも影響することとなる

・遠隔監視は行わない 利用者による監視

・月1回程度の施設巡回点検

・緩速ろ層管理の簡素化（生物処理に期待しない）

・水質検査項目・頻度の簡素化※

・塩素からUV消毒等への変更※

・利用者側給水栓 浄水器設置などでの水質担保※

※水道法の枠外前提となる

【比較的 高レベル・高コストの一例】 【低レベル・低コストの一例】



５．受け皿体制移行へのステップ

（３）－２ 施設統廃合・更新方針の整理

・各村での施設統廃合の可能性、見込みについて整理

・施設統廃合の時期などに応じた維持管理レベルの調整・遠隔監視システムの扱い判断

取組内容
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・遠隔監視投資などの判断に影響する情報となる

・浄水場の統廃合が想定される場合、配水区毎で維持管理の方法が変わる

（更新しない場合、維持管理を最小にするなど）

利用継続
想定施設

休廃止
想定施設

・遠隔監視装置の導入、施設更新

・日常維持管理頻度の向上、予防保全的対応の検討

・修繕などでの優先的な費用分配

・新規設備の付加、施設更新の中止

・日常維持管理頻度の抑制、最低限度の事後保全的対応、費用逓減

・対象配水区域内利用者への周知



５．受け皿体制移行へのステップ

（４） 各村移行方針・時期の統合整理

・現状が効率的と考える場合、各村での受け皿体制移行必要時期の見込みを整理

・各村での必要性・方向性を踏まえて、受け皿体制運用の工程を統合整理

取組内容

40

・各村で必要時期のずれがあり、隣接地域でのブロック化が困難となる場合、村毎の暫定対応が必要

・隣接地域ブロック化・11村全体での受け皿体制を構築する場合、暫定対応が恒久化しない仕組みが必要

A村

B村

受け皿体制

移行

C村

10年間は現体制維持

5年後に維持困難

5年後に維持困難

暫定対応

暫定対応

隣接地域

隣接地域



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

41

【６章の概要】

・受け皿体制を継続して運営する上では、村とのリスク分担、

村によるモニタリングのあり方について、整理が必要となる

・本章では、相互に強い影響を与える、事業費・リスク分担・

モニタリングの関係と、各々の扱い方の方針について示す



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

事業費用・リスク分担・モニタリングの相互関係

42

事業費用 損失リスク分担

モニタリング

活動内容のモニタリング：
受領した事業費用の範囲で
実施できる活動であること

損失リスク負担も
考慮した額であること

回避可能性を含めて、分担根拠
が客観的に評価可能であること

結果のモニタリング：

自らの活動内容によってコント
ロール可能な結果であること

付保対応を含めて
収入に対して負担可能な

損失であること

必要とされる活動内容、結果の
実現が可能な額であること

・事業費用、損失リスク分担、モニタリングには、次のような相互関係が想定される

・特に、受け皿体制移行前、現状での関係・水準を明確にしておく必要がある

考慮すべき
条件



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性

・官民リスク分担やモニタリングの基準設定時には、従前の維持管理状態の評価が必要となる

・人件費は勿論、維持管理費全体が十分な額であったかどうかが大きな影響を与える

・一般的に、収支が合わない場合、整備済み施設に係る費用（起債償還・減価償却など）の減額、料金改定
による収入の増額は困難であるため、維持管理費の縮減が行われやすいと想定される

・また、公的事業の場合、損失リスクに関する事前の費用負担は予算上考慮されていないことが多い

43

・必要とされる活動内容、結果の実現が可能な額であること

・損失リスク負担も考慮した額であること

考慮すべき
条件

・現在、各村で行われている維持管理レベル・費用投資レベルが十分なものと認識されているか、また、どの
程度の効果を想定して実施されているか、受け皿体制へ移管する前に評価しておくことが好ましい

・現在の運営が、費用制約を受けて、一定の損失リスク発生を含めた形で実施されている場合、受け皿体制
にも同様の認識、条件で業務を移す必要がある

・実際には、維持管理レベルの妥当性を評価することは極めて困難と考えられる

・維持管理費としての支出可能額の範囲で、関係者合意による業務仕様の策定と、限定された受け皿体制
側の損失負担の形をとることが現実的と考えられる



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性：【参 考】有収水量当たり単価の比較

44

経
年
的
に
コ
ス
ト
増
と
な
る
傾
向

三
千
人
未
満
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小
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模
事
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小
規
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体
で
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単
価
が
急
激
に
上
昇
す
る

※地方公営企業決算状況調査表より抜粋・算出

※H29 地方公営企業年鑑記載値より抜粋・算出



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性：【参 考】給水人口階層毎の管路延長・維持管理費相当額

45

□ 全国平均概算値の一例

□ 11村での概算値

※H29 地方公営企業年鑑記載値より算出

※地方公営企業決算状況調査表より算出



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性：【参 考】給水人口階層毎の浄水場数・維持管理費相当額

46

□ 全国平均概算値の一例

□ 11村での概算値

※H29 地方公営企業年鑑記載値より算出

※地方公営企業決算状況調査表より算出



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性

47

・委託相当部分を含めても、実従事者分の人件費確保が難しい

・設備保守や薬品など、縮減が期待されている項目も総支出に占める割合は高くない

・原水・浄水費、給水・配水費相当が9割程度を占めており、総係費のような支出は極めて少ない

（一般的な水道事業では7割程度）

・人件費や修繕費が一部別途計上と考えられる状況も加味すると、大きな費用削減可能性は低い

現支出
の

状況

・水量当たりの維持管理費単価は一般的な水道事業より高額になっている

・一方、維持管理費用の適正化、削減はかなり進んでいる状況と考えられる



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

１） 有収水量当たり施設維持管理費

48

・村毎でのばらつきがあるが、簡易水道事業での水量当たり維持管理費用は、一般的な水道事業の2倍程度になっていると考えられる

（１） 事業費用の適切性



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

２） 有収水量当たり施設量

49

・簡易水道事業での水量当たり施設量は、一般的な水道事業の5～10倍程度になっていると考えられる

・簡易水道事業での施設当たり維持管理費は、一般的な水道事業の半分程度になっていると考えられる

３） 施設量当たり維持管理費

（１） 事業費用の適切性



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（１） 事業費用の適切性：官民での期待水準の事前確認

50

・水量当たりの維持管理費単価は一般的な水道事業より高額になっている

・一方、各村の努力により、維持管理費用の適正化、縮減が相当進んでいる状況と考えられる

・簡易水道事業では、一般的な水道事業に比して、水量あたり数倍となる施設を抱えることとなっている

・一方、施設当たり維持管理費は、一般的な負担の半分以下までに縮減が進められている

・その結果、水量当たり維持管理費単価を、一般的な水道事業の倍程度に収めている可能性がある

・水量単価は高額でも、提供可能な管理水準は低くなることを、事前に受発注者で確認する必要がある

・管理主体が変わると、発注者側の期待レベルが上がることがあるため、特に注意が必要となる

（組合管理から村管理へ移行した際にも同様の傾向がみられる）



【参 考】水道事業における維持管理費額の適切性評価について（１）

② 浄水場更新・施設維持管理 PFI事業での例

浄水場整備費
30億円

施設維持管理費
0.95億円/年

減価償却費0.7億円※ 維持管理費0.95億円
給水人口：約8,300人

維持管理費
約40億円/42年※

施設維持管理費／整備費用

3.2 ％

※全国値：償却資産／減価償却費：約42年で仮置き

41 ％ 59 ％

① 現在の傾向（水道事業の全国合計値）H29 地方公営企業年鑑記載値 単純合計

施設量（額） ≒ 償却資産

44 兆円（内 用水供給6.7 兆円）

（減価償却累計額：21兆円)

施設維持管理費 ≒ 以下の項目

原水・浄水費：0.46 兆円

配水・給水費：0.43 兆円

収入

給水収益：2.31 兆円

減価償却費1.05 兆円 維持管理費1.26 兆円

維持管理費×約42年※

約53兆円

施設維持管理費／償却資産

2.0 ％

※償却資産／減価償却費：約42年

45 ％ 55 ％
営業費用：2.31 兆円

給水収益 / 給水人口

18.8 千円/人

給水人口：約1.2億人

浄水場：約6,900か所
管路延長：約73万km
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【参 考】水道事業における維持管理費額の適切性評価について（２）

① 給水人口 50万人以上の事業 （用水供給を受けていない事業体のみ・東京都を除く）

施設量（額） ≒ 償却資産
3.2兆円（減価償却累計額：1.6兆円)

施設維持管理費 ≒ 以下の項目
原水・浄水費：260億円
配水・給水費：440億円

収入
給水収益：2,130億円

減価償却費750億円 維持管理費1,090億円
維持管理費×約43年※

約4.7兆円

施設維持管理費／償却資産

2.2 ％

※償却資産／減価償却費：約43年41 ％ 59 ％
営業費用：1,840億円

給水収益 / 給水人口
18.4 千円/人

給水人口：約1,200万人

浄水場：約100か所
管路延長：約38,000 km

② 給水人口 10万人未満の事業 （用水供給を受けていない事業体のみ）

施設量（額） ≒ 償却資産
6.1 兆円（減価償却累計額：2.8兆円)

施設維持管理費 ≒ 以下の項目
原水・浄水費：480億円
配水・給水費：340億円

収入
給水収益：2,610億円

減価償却費1,480億円 維持管理費1,310億円
維持管理費×約41年※

約5.4兆円

施設維持管理費／償却資産

1.3 ％

※償却資産／減価償却費：約41年53 ％ 47 ％
営業費用：2,790億円

給水収益 / 給水人口
18.9 千円/人

給水人口：約1,400万人

浄水場：約3,700か所
管路延長：約175,000 km

給水人口1万人当たり浄水場数：0.08

給水人口1人当たり管路延長:3.3m

給水人口1万人当たり浄水場数：2.67

給水人口1人当たり管路延長:12.6 m
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６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（２） 損失リスク負担

・付保対応を含めて収入に対して負担可能な損失であること

・回避可能性を含めて、分担根拠が客観的に評価可能であること

考慮すべき
条件

53

・施設修繕は年度毎の変動が大きく、事後保全対応になっていると考えられる。

・回避できないリスクの移転は困難となる

（千円）

※H30 簡易水道研究会資料より



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（２）損失リスク負担：リスク分担（案） ①－１

54

損失リスク項目
官民のリスク分担

備考
対応 費用

法令変更 官・民 官
・法令変更により費用増となる場合は、契約額の改定により対応

・当該費用を前提に実務上の対応は、官民双方で行う

第三者賠償
・

住民問題
・

事故
・環境保全

官・民 民 （官）

・業務仕様から逸脱した行為により発生した第三者賠償については費用負担、対応とも民

・上記の場合においても、官は管理者としての責を負う

・民で負担不可能な額になった場合は、結果的に官の負担となる可能性が高い

官・民 官
・仕様に従って業務を実施していたにもかかわらず発生したものについての費用負担は官

・事後処理など、民側の実施者でなければ対応できない実務上の処置は民で実施

事業中止・延期
業務内容の変更

官 官
・市側の指示、議会の不承認、債務不履行によるものの費用負担は官

・実務面でも民が実務を担えない、対応不可能となってしまう可能性が高い

官 民 （官）
・事業者の事業放棄、破綻は原則民となるが、費用負担能力がない可能性が高い

・実務面でも民が対応不可能となっている可能性が高い

物価変動 民 官・民 一定以上の物価上昇が生じた場合は、上回った部分の費用を官が負担する

天災・人災
（不可抗力）

官・民 官
・官が当該費用を負担する。

・事後処理など、民側の実施者でなければ対応できない実務上の処置は民で実施

・事業費用は予防保全的活動に十分なものとなっていない可能性が高い

・受け皿体制が負う損失リスクは、仕様発注による委託業務と同様、限定的に解釈することが想定される

・なお事業者創意を活かす場合、事業者提案を双方合意の下で業務仕様に落とし込む方法も考えられる



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（２）損失リスク負担：リスク分担（案） ①－２
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損失リスク項目
官民のリスク分担

備考
対応 費用

計画変更 民 官
・官による事業内容・用途の変更により増加する費用は官で負担

・当該費用での実務は民で実施

水質・水量変動

官・民 官

・施設能力・機能上要求水準を満足できない場合での費用増加は官で負担

・上記の場合かつ、運転維持管理上の対応で解決不可能な場合、住民対応は官主体で実施

・仕様に従って業務を実施していたにもかかわらず発生したものについての費用負担は官

・運転維持管理での対応は民

民 民
・業務仕様から逸脱した行為により発生した費用負担は民

・運転維持管理での対応は民

経費上昇
民 官

・官の責による業務内容・用途変更などに起因する経費増大は官・物価変動は前述

・当該業務の実施は民

民 民 ・仕様からの逸脱など、民の責による場合の費用負担は民

施設損傷 官・民 官
・民の責に帰すべき事由を除き、官が当該費用を負担

・民は事故からの復旧に向けた対応を行う

性能
（要求水準不適合）

― ― ・（契約額が十分でない場合は、性能発注化に課題が生じる）

修繕費の増大 民 官
・民の責に帰すべき事由を除き、官が当該費用を負担

・修繕発注などの実務は民

一般損害
（補修工事等）

民
民

（発注先）

・工事業者の責となる（発注先の工事業者責）

・発注行為、監督などを民が実施している場合、工事業者との対応は民



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（３） モニタリング項目

・活動内容のモニタリング：受領した事業費用の範囲で実施できる活動であること

・結果のモニタリング：自らの活動内容によってコントロール可能な結果であること

考慮すべき
条件
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・基本的に、全業務に対して、各村が許容できる共通仕様を設定することが好ましい

・当該業務仕様が確定できれば、仕様の履行確認によって、活動内容のモニタリングは実施可能となる

・また、当該仕様からの逸脱、不履行があった事象に対して、損失リスクを負担させることは適切と考えられる

・一方、仕様に定めた維持管理業務が、結果を保証するものではない場合、結果に対する損失リスクを移転さ
せることは、受け皿体制側に過大な負担となる可能性が高い

・修繕工事実績から想定されるように、現状が事後保全状態となっているならば、修繕費用などについては、事
象発生時に必要額を随時各村側で確認し、清算する対応にならざるを得ないと考えられる



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（３） モニタリング項目（案）
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業務レベル（各月～四半期） 事業全体レベル（各年）作業レベル（各週～各月）遠隔監視（随時）

【監視装置の値確認】

・取水量、配水池水位、
配水量

・濁度、残留塩素

・その他、機器動作状況

・将来的な施設廃止など
の視点で、遠隔監視の
導入を行わない施設の
場合は、巡回時の直接
報告とする

※異常有無の確認であり、受け皿
体制での対応の適否を直接判
断するものではない

・基本的に、事前に受発注者で合意した仕様を基準として、その実施の有無で業務履行を評価する

【日報・週報を確認】

・作業実施の有無を確認

・未実施となっている事
項があれば、随時確認

・その他、中長期的に異
常につながる情報等の
確認

・適時、必要に応じて現
地確認

【月報を確認】

・左記作業レベルの確認
は実施されているもの
として以下を確認

・薬品、電力などユー
ティリティの使用量変動、
昨年同月との比較分析

・修繕などの実施状況、
その後の状態確認

・予算執行状況の確認

・その他、当該期間での
留意事項の共有

【年報を確認】

・左記作業レベルの確認
は実施されているもの
として以下を確認

・経時的変化の確認、事
業への影響分析

・業務内容・量など含め
て、次年度業務に関す
る協議

・管理者として次年度以
降の大規模修繕、更新
等の判断



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（３） モニタリング項目：日報・月報記載項目（案）
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・年報については、月報の内容を基本として、通年データの集計・分析を行う

種 類 記載項目

浄水場・ポンプ
場・配水池

• 各施設水位、取送水量
• 使用電力量、ポンプ等設備電圧・電流値
• 薬品使用量・注入率・残量

水質関係

• 濁度、色度、残留塩素 （毎日検査項目）
• 計装機器などによる各工程での測定記録

気温、水温、濁度、色度、残留塩素、pHなど

保守点検
• 各設備の異音、振動などの有無
• 目視による異常の有無
• 補修などの対応

故障・不具合 • 故障、異常、不具合の状況、対応など

気象状況 • 雨量、気温など

その他特記事項

種 類 記載項目

運転状況一覧
• 各日状況の一覧（雨量・気温など）
• 取送水量の一覧、期間中の最大・最小・平均値など
• 前年同月との比較、分析、特記事項があれば補記

毎日検査等

結果一覧

• 毎日検査結果の一覧
• 計装機器による測定結果一覧
• 前年同月との比較、分析、特記事項があれば補記

水質検査
結果一覧

• 期間中の水質検査の実施状況と結果の一覧

• 前年同月との比較、水質推移などに基づき、特記事項
があれば補足

ユーティリティ

使用量一覧

• 電力、薬品などの使用量の一覧・推移
• 購入額・単価などの情報、予算執行の状況
• 前年同月との比較、分析、特記事項があれば補記

保守点検
結果一覧

• 各設備での点検結果一覧
• 修繕・更新の必要性など特記事項があれば補記

故障不具合記録
• 期間中の故障、異常、不具合状況、対応の一覧
• その後の状況について補記

その他特記事項 • 貸与品の状況等含む

【日報記載項目】 【月報記載項目】



６．事業費用・リスク分担・モニタリングの考え方

（３） モニタリング項目：モニタリング実施上の留意点（形式化・形骸化）

・ほとんどの機能・事業費を受け皿体制に移すと、村内人材の維持が困難となる

・書面ベースでの確認とならざるを得ず、必要工数に比して、実効性の評価が難しい

・各村内に報告内容を理解し、判断できる人材が必要

課題の
一例
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・直営時においても、日報・月報などの報告書には、本来記録を残すための項目と、報告書が提出された際
に確認するべき項目、基準が存在すると考えられる

・直営、委託に関わらず、プリンシパル・エージェント関係は実施者・管理者間で生じるため、モニタリングを考
える際には、従前の判断基準などを踏まえることが必要になる

・一方、多くの場合、それら基準が設定されることなく、記録としての報告書に留まることが少なくない

・この場合、書面並びに記載の有無確認もしくは、結果としての不具合事項追及になりがちとなることが想定
される

・従前同様以上の円滑な業務遂行確認が目的であれば、モニタリングに重きを置くだけでなく、村直営と同等、
信頼に足る受け皿体制の条件・位置付け方を、検討することも重要になると考えられる



７．民間事業者の認識
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【７章の概要】

・受け皿体制構築に対する、民間事業者の基本的な認識につい

て示す



７．民間事業者の認識

（１） 受け皿体制に対する関心と課題

課 題 課題意識・期待される対応などの一例

広範囲に点在する

多数の施設

〇 民間企業単独での創意工夫の範囲を超えている可能性がある

• 管理が行き届いていない箇所も想定した、体制の強化・予算の確保

• 監視拠点の統合整備（創意工夫の発揮とともに、施設整備も実施）

• 中心となる事業体の存在・支援

人材の確保

〇 民間企業単独では、コスト増なく実施体制構築に必要な人材リソースを確保することができない可能性がある

• 自治体OB、地元業者、住民との協業

• 簡易水道事業以外（下水道・福祉（見回り隊）など）の事業を含めた検討

• 一般会計側での定住促進策などとの連携

事業性の確保

〇 不十分な収入の中、人口減による改築更新需要の減少、現状施設での維持管理リスクなどを抱える懸念がある

• 必要予算の確保（現在比較として事業費の増も含む）

• 国等からの補助・支援を含めた福祉水道的位置付け

• 建設工事（４条業務）を含めた業務

・広い業務範囲を対象とした水道包括委託などの実績を持つ事業者認識の一例を示す

・基本的に受け皿体制への関心はあるものの、次のような課題が合わせて認識されている



７．民間事業者の認識

（２） 参画検討上 必要となる条件・情報

最低必要となる情報（例） 最低必要となる条件（例）

【維持管理手法】

• 現在の維持管理手法・状況（日常・緊急時対応を含む）

【施設状況】

• 当該管理下での、管路を含む個別現在施設状況、施設台帳、
過去の修繕履歴など （老朽度等デューデリジェンス情報）

• 情報システムの詳細

【事業計画】

• アセットマネジメント計画・関連資料、更新事業・点検修繕計画

• 将来的な水需要予測

• 受け皿体制設立・運営に係る収支計画（増収策含む）

【現在の体制・課題など】

• 現状の運営体制、各村の課題

• 一般会計繰出し金に対する考え方（繰出しルールなど）

• 対象エリアの通信・電波などの状況

• 民間委託の状況（業務内容、金額、管工組合などの規模・将
来見通しなど）

【採算性確保】

• 事業継続可能な採算性の確保

• 業務の洗い出し、財政推計実施段階からの参画

【体制確立】

• 組織組成を主導する中核事業体の存在

• 五條・吉野エリア、可能であれば県水エリアの包含

• 持続的な人材確保の仕組み（事業体からの人材供給など）

• 現従事職員の参画

【修繕・改築更新業務の一体化】

• 維持管理業務以外に、機器修繕及び施設改築更新等も対象

（設備投資は性能発注を基本）

【遠隔施設を含む情報基盤の整備・包含】

• 省人化のための遠隔監視制御システムの整備、集約

• 台帳、GIS、料金、会計システムなどを含む基盤統合

【適切なリスク分担】

• 過大な負担とならない、適正な官民リスク分担

（修繕費の負担区分など）

・参画の検討を進める上で、公表されている基本的な情報以外に、次のような情報が必要との認識であった

・事業上の条件についても、採算性・体制確立・事業範囲などの視点から意見があった



７．民間事業者の認識

（３） 参考事例

【事例 ①】：自治体OB、地元住民の参画

• 小規模施設が広範囲に点在する簡易水道事業の維持管理において、自治体のOBが嘱託社員となり、個人外注の社員である地元住民

と一体となって、一定の技術レベルを確保し、効率的な運営を実施。

・本件と類似した事業において、次のような取組がなされている事例がある

【事例 ②】：水道事業・簡易水道事業の一体実施

• 水道事業と複数の簡易水道の維持管理において、従事者は水道事業の浄水施設に常駐し、簡易水道については1週間又は1ヶ月に1
度巡回監視を実施。

• 比較的規模の大きい簡易水道の施設には遠隔監視があり、常駐の施設で監視を実施。

• また各簡易水道には現地管理人が日常の水質検査や点検を行っており、常駐の従事者と常に連絡が取れる体制を構築。

【事例 ③】：下水道事業・簡易水道事業の一体実施

• 小規模下水処理施設と上水道施設の維持管理を一体として受託し、総括を含む体制で従事。

• 従事者全員がすべての施設の維持管理が可能あるが、ある期間を定めて上下水施設の担当を分けて従事。衛生管理的な観点から、

同じ日に下水担当が水道施設で従事することはないように運用。

• また作業服や作業靴についても上下水で分けることにより、衛生対策を徹底。夜間や休日に事故等がある場合は全員が対応できる体

制を構築。

【事例 ④】：最新の遠隔監視

• 市街地と簡水エリアを一体運用する中で、事業採算規模を確保しつつ、最新の監視装置などを簡水エリアへ試験的に導入する取り組み

を実施。



７．民間事業者の認識

（４） モニタリング項目： その他の取組事例

・その他、次のような取組が検討する上での選択肢となりえる

関連取組事例

• 共同研究の開催

• 業務の洗い出し、共同発注・業務の可能性検討

• 規模の経済を働かせるため、簡易水道の維持管理業務以外の業務を合わせて実施

• 他の事業体、水道以外の業務を受託可能とし、事業基盤強化を図る

• 自治体OB活用による地域特有の運営ノウハウの継承

• 水道組合などの地元企業・組織との連携重視

• 他の行政業務との柔軟な連携（道路行政など）

• 他事業体とのワンチーム体制構築

• 運転管理業務だけでなく建設工事の包含

• 国県等からの補助金受入等による、収入の安定化



８．課題を踏まえた対応（案）
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【８章の概要】

・前章までに示した、想定される体制・実施上の課題・必要な

取組などを整理した

・当該条件を踏まえた、受け皿体制の見直し案を複数示す



８．課題を踏まえた対応（案）

・「２．想定される受け皿体制（案）の概要」で示した受け皿体制は、次のような考え方に基づいたものとした

・受け皿体制内に、全村共有の技術・ノウハウを有する人材・設備資産を保持する必要がある

→ 自治体主導、第三セクター型SPCを受け皿体制と想定
組 織 形 態

・人材の確保・育成には、中長期的に同じ担当者が同じ施設を管理していることが必要

→ 各村のための受け皿体制であり、基本的に随意、長期契約的な関係を締結
契 約 期 間

・巡視点検を毎日、人が行うと、多数の短時間勤務職員の各村配置が必要となる

→ 各村の遠方監視情報を受け皿体制で参照できる、遠方監視情報の転送システムを整備
広域的な監視体制

・現地で直接対応する人員かつ独立組織として必要な常勤職員分の業務量を各村から確保

→ 外勤の常時雇用者を10名程度、内勤の常時雇用者を5名程度と想定
組 織 規 模

・人件費以外の事業費は、基本的に外部発注により執行されるものとなっている

→ 事実行為の大半を移行可能な体制を目途とする
業 務 内 容

・地元管理への依存状態が村によって異なるが、中長期的に担い手不在となる可能性が高い

→ 最終形として全業務を受け皿体制へ取り込んだ状態を想定
地元管理体制の維持

・ほぼすべての事実行為は、受け皿体制側で実施することが可能

→ 実務の実施能力は受け皿体制が保有し、管理者責任並びに最終実施判断権限は各村に残す
官民の業務範囲

66



８．課題を踏まえた対応（案）

対象人口の急減

体制移行による
見た目の費用増加

支出項目振分けのばらつき・
負担の適正性など

課 題

現会計から
受け皿体制

必要事業費用の
切り分け

将来的な
人材・事業費用の

確保

外勤業務内容の
設定

体制移行時期の
設定

体制移行時の対応

（１）

（２）

（３）

（４）

村毎での受け皿体制移行
の

必要性・対象・時期
のばらつき

管理水準のばらつき

遠方監視の未導入・追加設備
の負担

・計上人件費や配置人員数などが、定義によって異なる

・現在の委託・地元管理を可能な限り継続した方が、当面低廉な場合がある

・修繕工事費が修繕費に含まれていないと思われる事業体がある

・事業規模に比し浄水場数が多く、水質検査費用負担が大きい傾向がある

・対象村での人口が１０年後に３割減、２０年後に半減する

・地元で外勤業務を支える人員確保に影響が生じる

・維持管理必要施設数や事業収入にも大きく影響する可能性がある

・巡視点検頻度、汚泥引抜、緩速ろ過砂管理の方法など、現状、手法にばら
つきがある

・遠方監視を受け皿体制での対応の前提とすると、追加的な整備・監視統合
投資コストが生じる

・まとまった業務を受け皿体制へ移行することで、常勤職員を複数確保し、
技術・ノウハウの継承発展の基礎とする想定としている

・担い手不足に係る認識は、村によって、その対象・必要となる時期に違い
が生じている

・一方、「４．実施上の課題」に示した通り、受け皿体制移行にあたっては、次のような課題の発生が想定される
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８．課題を踏まえた対応（案）

対象人口の急減

体制移行による
見た目の費用増加

支出項目振分けのばらつき・
負担の適正性など

村毎での受け皿体制移行
の

必要性・対象・時期
のばらつき

管理水準のばらつき

遠方監視の未導入・
追加設備の負担

必要事業費用の算定・計上

取 組 内 容課 題

（１）

（２）

（３）

（４）
各村

移行方針・時期の
統合整理

外勤業務実施者の確保手法・
期待する役割整理

事業収入の確保

施設統廃合・更新方針の整理

外勤業務の標準化・水準統一

中長期的管理手法の方針整
理

・巡回点検などを含めて職員業務量・人件費の把握（村内他事業と兼務して
いる場合は按分）

・地元管理としている場合の業務量の把握、人件費への換算

・その他、修繕費などの計上、計画策定・漏水調査等定常外業務の分別

・高度な技術継承を期待する場合には、正職員同等の処遇環境を考慮

・OB等、臨時作業者で対応する場合、技術継承の考え方を整理・変更

・許容可能な利用者負担の限界、公負担の増などの見込み推計

・現行制度で負担・維持に課題が想定される場合、新規制度の検討・要望

・現在の管理手法の集約、許容可能なレベルの検討

・将来費用負担、管理者責任、利用者納得感を考慮した将来水準の整理

・各村の現状から、標準化した管理水準・業務内容への移行方法の検討

・各村での施設統廃合の可能性、見込み整理、これに応じた維持管理レベ
ルの調整・遠隔監視システムなどの扱い判断

・現状が効率的と考える場合、各村での受け皿体制移行必要時期の見込み
整理

・各村での必要性・方向性を踏まえて、受け皿体制運用の工程を統合整理

・「５．受け皿体制移行へのステップ」に示した通り、次のような整理を行うことが、受け皿体制移行にあたって必要と考えられる
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８．課題を踏まえた対応（案）

県域企業団の活用

（他事業体との連携）

各村連携体制のさらなる強化

（各村相互協力）

他自治体との連携も視野

民間事業者の参画を促進

視 点対応（案）

①

②

③

④
地域密着型

各村連携強化

・受け皿体制となる第三セクターを介して、11村以外の自治体とも連携

・当該第三セクターの内勤業務機能を活用することでの効果を期待

・間接的な中核事業体の参画により、民間事業者の参画を促進

・簡水事業に特化する組織の場合、中長期的な人材処遇には配慮が必要

・大規模事業体と直接連携

・水道事業に係る、直接の技術的・事務的支援を期待

・将来の簡水事業縮小も考慮した、中長期的な人材活用・技術継承も想定

・民間事業者との連携は、必要な要素毎での契約対応を想定

・11村水道事業の組織を統合、一体化

・人材集約による組織力強化、さらなる効率化、質的向上を期待

・現場作業は地元での臨時雇用確保を想定

・職員集約による村内他事業への影響、将来人口減等への検討が必要

・各村事業としての独立性を保ちつつ、情報共有、業務水準標準化などによ
り、村間連携体制のさらなる強化を図る

・地元雇用の創出、地元事業者の育成を現場作業実施の軸とする

・これにより村職員の現場作業負担を軽減、本来業務への注力に寄与

・サービス水準の見直し、将来人口減等への検討が必要

・条件整理実施後の対応として、次のような方向性を考えることができる

他都市設立組織を含めた
第三セクターの活用

（他事業体・民間との連携）

各村水道事業の
一部事務組合化

（事業一体化による村間連携）

大規模事業体と直接連携

11村簡水体制一体化
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８．課題を踏まえた対応（案）

【案 ①】 他都市設立組織を含めた第三セクターの活用

事務系システム

水
道
事
業
管
理
者

と
し
て
の
11
村

外勤① 2名

台帳システム

統合遠方監視システム
各村遠方監視システム

外勤② 2名

外勤④ 2名

外勤③ 2名

外勤⑤ 2名

修繕工事・業務委託・物品などの発注
（三セク協力業者などによる発注事務軽減も活用）

事務の過半
を移管

三セク
内勤機能

・
技術的支援

の活用

各村施設①（20浄水場程度のブロック）

各村施設②（20浄水場程度のブロック）

各村施設③（20浄水場程度のブロック）

各村施設④（20浄水場程度のブロック）

各村施設⑤（20浄水場程度のブロック）

第三セクター組織の内勤機能を
遠隔利用（事務・技術）

自治体設立第三セクター組織※

による受け皿機能

段階縮小前提で
短期雇用・水道OB

等を活用

簡
水
事
業
規
模
縮
小
に
合
わ
せ
て

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ

※他都市設立第三セクターの内勤機能活用
三セク安定収入源として参画可能性を検討

※県域企業団が官民連携会社を設立するなら、
人材処遇規模が確保できるとともに、民間
事業者参画のインセンティブにもなりえる
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現状施設の維持と並行し
維持管理手法の簡素化

を検討・逐次反映

その他
地元管路工事業者等による

巡回点検委託など
現場作業者の確保
作業の定型・標準化

関連システムは
クラウドサービスなど

外部利用方式の可能性も検討

大規模水道事業体

水関係企業

業務発注による
事務的

・
技術的支援

維持管理手法のさらなる効率化・簡素化・標準化



８．課題を踏まえた対応（案）

【案 ②】 県域企業団の活用

事務系システム

水
道
事
業
管
理
者

と
し
て
の
11
村

外勤① 2名

台帳システム

統合遠方監視システム
各村遠方監視システム

外勤② 2名

外勤④ 2名

外勤③ 2名

外勤⑤ 2名

簡水事業分含めた

修繕工事・業務委託・物品などの発注

随意・長期
契約的
関係

各種
システム

供用
・

業務計画
支出承認

各村施設①（20浄水場程度のブロック）

各村施設②（20浄水場程度のブロック）

各村施設③（20浄水場程度のブロック）

各村施設④（20浄水場程度のブロック）

各村施設⑤（20浄水場程度のブロック）

企業団内勤体制
（事務・技術）

事務的・技術的支援

県域企業団 による受け皿機能

簡水事業規模
縮小に合わせて

人材の吸収

簡
水
事
業
規
模
縮
小
に
合
わ
せ
て

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ

※中長期的な人材の確保・処遇の点では、規
模の大きな組織と連携することが好ましい

水道事業に係る技術的・事務的支援も期待
できる
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簡水事業での担い手必要数
に合わせて雇用数を調整

簡水業務専従にできない場合
は、

①リモート対応が可能な企業
団業務との兼務

②地元管路工事業者による
巡回点検委託

なども検討

最終的にデータを取り込むなら、
当初から仕様をあわせておく方が
コスト縮減の視点からも効率的

水関係企業

業務発注による
技術的支援

維持管理手法のさらなる効率化・簡素化・標準化



８．課題を踏まえた対応（案）

【案 ③】 各村簡易水道事業の一部事務組合化

事務系システム

水
道
事
業
管
理
者

と
し
て
の
11
村

外勤① 2名

台帳システム

統合遠方監視システム
各村遠方監視システム

外勤② 2名

外勤④ 2名

外勤③ 2名

外勤⑤ 2名

修繕工事・業務委託・物品などの発注
（協力業者化などによる発注事務軽減も検討）

事務の過半
または

全部を移管

各種
システム

供用

各村施設①（20浄水場程度のブロック）

各村施設②（20浄水場程度のブロック）

各村施設③（20浄水場程度のブロック）

各村施設④（20浄水場程度のブロック）

各村施設⑤（20浄水場程度のブロック）

事務組合内勤体制
（事務・技術）

業務発注による
事務的

・
技術的支援

村の水道事業関係職員枠を集約した

一部事務組合※による受け皿機能

段階縮小前提で
短期雇用・水道OB

等を活用

簡
水
事
業
規
模
縮
小
に
合
わ
せ
て

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
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現状施設の維持と並行し
維持管理手法の簡素化

を検討・逐次反映

その他
地元管路工事業者等による

巡回点検委託など
現場作業者の確保
作業の定型・標準化

システムを保有せず
サービスだけを受けるような

手法も検討

大規模水道事業体

水関係企業

（4～5名）

※新規設立を行わず、奈良広域水質検査セン
ター組合の枠組みを利用して、共同処理す
る事務の拡張を行う手法も想定
事務組合の事実行為を民間事業者が担う
形も想定可能

維持管理手法のさらなる効率化・簡素化・標準化



８．課題を踏まえた対応（案）

【案 ④】 各村連携体制のさらなる強化 （相互協力による緩やかな受け皿体制）

事務系システム

台帳システム

遠方監視システム

修繕工事・業務委託・物品などの発注
（地元業者固定での発注事務軽減なども検討）

各村施設

村職員

（現場作業は臨時雇用などへ移行
可能な限り管理業務を主に対応）

村間
連携体制

強化

※ 村発注・契約価格の適切性評価など含む

・水質・水量の遠隔監視の全施設導入

・OB・地元工事業者などによる最小限度の巡回実施

・緩速ろ過池管理頻度等、手法の見直し・簡素化

・事後保全管理の位置付け明確化

（デメリットの認識含む）

・改築修繕対象の絞り込み

・UV殺菌などによる薬品補填の頻度減

・水質検査頻度・項目の減、費用負担の軽減

・上記、必要な法的制約の緩和の検討・要望

大規模水道事業体

水関係企業

業務発注による
事務的※・技術的支援

維持管理手法のさらなる効率化・簡素化・標準化 ※

必要システムは
関係村共有も

想定

（システム化しないことも検討）
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・各村事業としての独立性を保ちつつ、情報の共有、業務水準の標準
化などにより、村間連携体制の強化を図る

・地元雇用の創出、地元事業者の育成を現場作業実施の軸とし、これ
により村職員の現場作業負担を軽減、本来業務への注力へ寄与

・受け皿体制移行準備の段階でも、同様の方向性による取組が必要

・案①～③の場合であっても、長期的には右記維持管理手法の簡素
化に向けた対応を検討

臨時雇用など
による

現場作業者
確保

他10村

情報共有

業務手法標準化

緊急時応援

共同発注

など

水道事業管理者としての村

※ 上記には現行水道法の枠外となるものを含む



８．課題を踏まえた対応（案）

中長期的な対応の方向性
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2026年
上水道経営統合

事業統合
2021年

広域化事業開始
現 在

概ね10年後概ね7年後概ね3年後

企業団の発足・運営

〇村によって異なる認識

① 当面の懸念を示していない

② 10～20年後の後継者

③ 地元・組合管理者の高齢化

④ 村職員内の技術継承

担
い
手
に
係
る
課
題

収
支
に
係
る
課
題

〇 遠隔管理の強化・現地作業頻度の低減

・施設管理手法の簡素化、水質機器常時監視に
よる水質検査頻度低減・代替、消毒方法等検討

・検針のスマートメーター化など手法効率化検討

〇 受け皿体制での内勤・外勤業務実施

・設計、発注、監督、検査の実施

・事務・技術系システムの運用、サービス提供

② 更新投資額の縮小：事後保全型更新への明確な移行、統合・廃止などのダウンサイジングの検討

③ 費用に対する収入の絶対的な不足：ナショナルミニマム・福祉的側面からの財政支援制度の検討要望

・受け皿支援等による
現サービスの維持

・作業内容の標準化、
簡素化

・OB・地元業者等の活
用による巡視点検

・小規模水道管理の簡
素化、合理化要望

① 現在維持管理費の抑制：維持管理対象施設規模の縮小、管理作業の簡素化

状況に応じた受け皿支援などによるサービスの継続



９．今後の展開について
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【９章の概要】

・各章での検討結果をもとに、今後の展開について示す



９．今後の展開について

今後の展開
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今回の検討結果をもとに、以下の課題を解決するため、連携団体の集まる研究会において、

官民連携のあり方を検討していく。

特別会計から受け皿体制構築にかかる

必要事業費（主に人件費）の切り分けが難しい

人件費や修繕費等の各支出が明らかとなる

公営企業会計適用後に検討

各事業体での受け皿体制移行の

必要性・時期にばらつきがある

各事業体で必要性・方向性を踏まえて

受け皿体制運用の工程を整理

課 題 ① 課 題 ②

取組の方向性 取組の方向性
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